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「国際人口移動の新たな局面～『日本モデル』の構築に向けて」

日本の国際人口移動

―人口減少問題の解決策となりうるか？―

石 川 義 孝*

Ⅰ はじめに

多くのOECD諸国では，少子高齢化やそれに起因する人口減少の問題，あるいはその

可能性を抱えており，出生率の回復や国際人口移動に大きな関心が向けられてきた

（CoulmasandL�utzeler2011;OECD2013;Barriga2013）．日本も例外ではなく，1970

年代中期からの出生率の長期的な低下により，少子高齢化が進んだ結果，総人口が2008年

にピークに達し，人口減少が始まった．国立社会保障・人口問題研究所（2012）による長

期推計によれば，今後，減少幅が年ごとに大きくなっていく．こうした中，人口減の解決

策としての国際人口移動に寄せる期待が大きくなっている（毛受 2011;北脇 2011;坂中

2012）．

少子高齢化による人口減少の解決策として，UnitedNations（2001）が提起した補充

移民の考えがある．が，この報告が出た直後の反応は，この報告が，数合わせを中心とし

た短絡的な議論をしている，具体的に示された移民数が巨大で非現実的である，出生率の

回復が困難との前提にたった「第2の人口転換」論や新古典派経済学的視点で国際人口移

動をとらえている，などといった意見が多く，評価は概して冷ややかで批判的であった

（例えば，柳下 2001;河内 2002）．とはいえ，この報告書が刊行された当時，日本の総人

口は依然増加を記録しており，それがこの補充移民論に対し距離をおいた，否定的な反応
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本稿では，わが国の国際人口移動，とりわけ外国人の流入が，人口減少国となった日本にとって

果たす役割を念頭に置き，国際人口移動の推移を概観し，国内における人口減少の地域差に言及し

た後，具体的に，国際結婚による流入，高度人材の優遇制度，国際人口移動の地方圏への誘導政策，

の3つのテーマを取り上げ，人口減少問題の緩和にどのように貢献するのかを検討した．全国レベ

ルでみると，日本人の減少分の一部を国際人口移動が補完しているが，地域レベルでみると，東京

圏への外国人の集中が目立つ．その一方，地方圏に位置し，1980年代以降人口減が深刻化している

諸県での補完はほとんど見られず，地域格差の拡大が懸念される．人口減少をいかにして国際人口

移動によって補完するかは，21世紀の日本にとって最大級の政策課題であるが，外国人の円滑な定

住や永住のためには，国による包括的な社会的統合政策の推進が不可欠である．
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の一因となったように思われる．

しかし，2008年に日本の総人口がピークに達して，その後減少が始まり，この問題の厳

しさが次第に広く認識されつつある．これまで出生率の回復に多大な政策的努力が払われ

てきているにもかかわらず，近年の合計特殊出生率はわずかな上昇を示しているにすぎず，

この点に大きな期待を寄せることは難しく思える．既に始まった人口減少を止めることは

きわめて難しいが，その減少幅を緩やかにすることは可能であり，その方策としては，国

際人口移動以外に有力な選択肢が見つからないという現状にある．本稿の副題を，「人口

減少問題の解決策となりうるか？」としているのは，こうした問題意識に基づいている．

さらに，この問題を考える場合，人口減少が日本国内で顕著な地域差を伴って進行してお

り，特に国土の周辺部で，人口減関連の諸問題が深刻化していることを斟酌しつつ，わが

国の国際人口移動を考察する必要がある．

以上を踏まえ，本稿では，わが国の国際人口移動，とりわけ外国人の流入が，人口減少

国となった日本にとって果たす役割を念頭に置き，国際人口移動の推移を概観し，国内に

おける人口減少の地域差に言及した後，具体的に，国際結婚による流入，高度人材の優遇

制度，国際人口移動の地方圏への誘導政策，の3つのテーマを取り上げて，人口減少問題

の緩和にどのように貢献するのかを検討する．これらの3つは，それぞれ，既に実績のあ

る流入，政策変更によって流入促進をめざそうとしている流入，従来全く試みられていな

いが今後導入を検討する必要のある誘導政策による流入，にあたっている．以下，まず，

ストックベースの日本の国際人口移動を概観し，人口減少の地域差の現状について述べた

後，これらの3テーマについて順次論じる．なお，本稿では主に，都道府県間における，

特に人口減少の程度の差異に言及するさいに「地域差」，人口のみならず社会経済的な様々

な面での差異を念頭に置く場合に「地域格差」という語句を用いている．

Ⅱ 日本の国際人口移動の推移

国際人口移動は，国境を越える人の移動と定義される．が，その実態は多様であるうえ

（Barriga2013），そうした実態を正確に把握できる統計資料が揃っているとは言い難い

ため，国際人口移動の正確な把握は容易とは言えない．国内人口移動と比較すると，国際

人口移動の研究には，次のような難しさがある．

国際人口移動にはしばしば，密航者や不法滞在者などが含まれるが，彼らは公式の統計

には現れないか，あるいは現れにくい．さらに，人の国際移動の場合には，移動先の国に

おける住所や滞在先が一時的・暫定的であることが珍しくないので，それが居住地の明確

な変更を伴っているかどうかの判断が簡単ではない．このため，国際移動の研究では，移

動先の国における滞在期間について一定の条件をつけることはあまりないし，居住地の変

更がないと思われるような，短期間の空間的な流れも含めて議論することが少なくない．

そのため，国際人口移動には，居住地変更を特に問題にしない人の流れと，変更があると

想定しうる流れの二つのケースを考え得る．ここでは，前者をフローベースの移動，後者
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をストックベースの移動と呼んでおきたい．ちなみに，日本の公的統計では，国内ないし

は海外の移動先での滞在期間が3ヶ月未満の人を短期的な移動者とみなし，それ以上の滞

在期間のある人のデータが詳しく掲載される．この基準を踏まえると，移動先の国で3ヶ

月以上滞在する場合に，居住地変更があったとみなしていいことになる．なお，日本やい

くつかの海外の国や地域における国際人口移動の現状と課題については，吉田・河野

（2006）を参照いただくと，有り難い．

フローベースの国際人口移動については，『出入国管理統計年報』を用い，日本の出入

国者数の変化を把握できる．しかし，これに該当する移動者の大半は国際観光客と考えら

れるので，フローベースの国際移動についての記述は，紙幅の制約から割愛したい．

図1は，ストックベースの国際人口移動のデータとして，1975年以降を対象に，『在留

外国人統計』に記載された日本在住の外国人と，『海外在留邦人数調査統計』に記載され

た海外在住の日本人の数を示したものである．海外在留日本人は，日本企業の海外展開が

見られ始めた1970年代以降，徐々に数が増え，2010年において114万人に達している．そ

れに対し，在留外国人は1975年から1985年までは75万人から85万人へと，ゆるやかに増加

していた．しかし，日本経済が好景気に沸いた1980年代後半に労働力不足が生じ，それを

埋めるために外国人労働力が大量に流入することになった．1980年代前半以前に外国人の

流入が少なかったのは，国内の農村部に余剰労働力が大量に滞留しており，これが，外国

人労働力に代わる役割を担ったからと考えられる．1990年代以降は不況になったが，外国

人の流入はやむことなく続いた．外国人の出身国と日本との間に大きな賃金格差があるた

め，日本で就労するメリットが広く知られるとともに，いったん流入した外国人の間で社

会的ネットワークができあがったからである．2010年における在留外国人は，213万人で

ある．

ストックベースからみた以上の日本の国際人口移動に関連し重要なのは，わが国の総人

口が2008年の1億2,808万人をピークとして，以降減少が始まり，今後減少幅が次第に大
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図１ 国際人口移動（ストックベース）の推移（1975～2010年）

資料：『在留外国人統計』，『海外在留邦人数調査統計』



きくなっていくこと（国立社会保障・人口問題研究所 2012），および，これはあくまで全

国レベルのことであり，国内には，人口減少に関し大きな地域差があることである（国立

社会保障・人口問題研究所 2013）．特定の国を対象とした国際人口移動は，様々な観点か

ら論じることができようが，日本に視点を限定すると，このような減少が日本在留外国人

の増加によってどの程度補完されるか，を論じることが重要であろう．

なお，日本を舞台とした国際人口移動に関する今後の見通しを描くのは，必ずしも容易

でない．日本における在留外国人の数が2007年までは増加を続けてきたが，2008年に発生

した世界経済危機と2011年に発生した東日本大震災の影響が，依然残っているからである．

とはいえ，2009～2012年に減少を続けていた在留外国人の数は，2012～2013年に約3.3万

人の増加を記録した．直近のこの変化や，現代世界におけるグローバリゼーションの進展

を念頭に置くと，わが国を舞台とした国際人口移動も今後増え，外国人流入が再度活発化

する可能性が大きいように思われる．

Ⅲ 人口減少の地域差と外国人の流入

次ぎに，国内における人口減の地域差に目を向けたい．この点で注目されるのは，1980

年代に東京が世界都市化の動きを示し，国内移動に対する東京の吸引力が高まり，地方圏

では転出が加速したことである（IshikawaandFielding1998）．この結果，東京圏と大

阪圏・名古屋圏の間に格差が生じることになった．

表1は，1975年以降の国勢調査実施年における全国および都道府県の人口を，ピーク時

の人口を100.00とする指数で示したものである（100.00には網かけをしている）．三大都

市圏に含まれる埼玉，千葉，東京，神奈川，岐阜，愛知，三重，京都，大阪，兵庫，奈良

の11都府県のうち，埼玉・千葉・東京・神奈川の東京圏と愛知・滋賀・大阪では，ピーク

が2010年となっているが，それ以外の府県のピークは，2000年あるいは2005年となってい

ることから，東京圏の人口増の傾向が明らかである．地方圏に目を向けると，とりわけ東

北，中国，四国，九州に位置する諸県では，東京の国内移動に対する吸引力が強化される

直前の1985年に人口がピークとなり，その後減少が始まった県が少なくない．

つまり，全国の人口は，2009年から減少し始めたが，一部の県では人口減はずっと早く

始まっている．地方圏では，人口再生産に必要な後継者が充足されず，死亡が出生を上回

る自然減少が進行しており（丸山・大江 2008），人口減関連の諸問題は，限界集落が多数

見られることをはじめ，かなり深刻な状態に至っている（作野 2011）．地方圏における若

年（20歳代～30歳代）の女子人口の流出が現状のまま進むと，消滅の可能性のある自治体

が多数にのぼる，という予測もある（増田・人口減少問題研究会 2013）．これは，地方圏

の衰退が国立社会保障・人口問題研究所による将来推計よりずっと早くなることを意味し

ている．こうした厳しい状況を念頭に置くと，日本全体にとってのみならず，地方圏に位

置する県にとって，その人口減を国際人口移動が補完できるのかどうかを，検討する必要

がある（鈴木 2011）．
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表１ 全国および都道府県別の人口の推移（1975～2010年）

1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

全国 87.41 91.41 94.53 96.53 98.06 99.12 99.77 100.00

北海道 93.78 97.96 99.77 99.14 100.00 99.84 98.87 96.73

青森 96.34 99.96 100.00 97.27 97.19 96.80 94.24 90.09

岩手 96.65 99.18 100.00 98.84 99.02 98.78 96.61 92.78

宮城 82.66 88.04 92.01 95.06 98.45 100.00 99.78 99.27

秋田 98.07 100.00 99.78 97.67 96.57 94.63 91.15 86.41

山形 96.72 99.23 100.00 99.74 99.63 98.61 96.40 92.65

福島 92.36 95.39 97.50 98.62 100.00 99.69 98.02 95.10

茨城 78.45 85.68 91.27 95.30 98.99 100.00 99.65 99.47

栃木 84.20 88.87 92.53 95.96 98.40 99.41 100.00 99.56

群馬 86.75 91.29 94.88 97.11 98.95 100.00 99.96 99.17

埼玉 67.01 75.34 81.50 89.03 93.95 96.43 98.05 100.00

千葉 66.75 76.18 82.82 89.37 93.27 95.33 97.43 100.00

東京 88.71 88.29 89.89 90.09 89.47 91.68 95.57 100.00

神奈川 70.71 76.53 82.14 88.20 91.13 93.83 97.16 100.00

新潟 96.12 98.51 99.60 99.45 100.00 99.49 97.71 95.42

富山 95.34 98.25 99.58 99.74 100.00 99.80 98.99 97.34

石川 90.59 94.78 97.57 98.62 99.92 100.00 99.41 99.05

福井 93.32 95.83 98.64 99.35 99.77 100.00 99.11 97.27

山梨 88.16 90.55 93.77 96.04 99.30 100.00 99.59 97.17

長野 91.08 94.08 96.47 97.36 99.04 100.00 99.14 97.17

岐阜 88.63 93.00 96.24 98.05 99.65 100.00 99.98 98.72

静岡 87.25 90.89 94.26 96.80 98.56 99.34 100.00 99.28

愛知 79.93 83.95 87.11 90.28 92.68 95.04 97.89 100.00

三重 87.09 90.36 93.59 96.01 98.63 99.48 100.00 99.34

滋賀 69.86 76.55 81.93 86.65 91.23 95.18 97.84 100.00

京都 91.58 95.46 97.69 98.29 99.32 99.88 100.00 99.56

大阪 93.39 95.58 97.78 98.53 99.23 99.32 99.46 100.00

兵庫 89.30 92.03 94.41 96.68 96.62 99.28 100.00 99.96

奈良 74.68 83.82 90.44 95.33 99.17 100.00 98.51 97.08

和歌山 98.61 99.98 100.00 98.82 99.38 98.41 95.29 92.18

鳥取 94.36 98.08 100.00 99.95 99.82 99.56 98.54 95.56

島根 96.76 98.76 100.00 98.29 97.08 95.83 93.40 90.28

岡山 92.70 95.59 97.94 98.40 99.67 99.67 100.00 99.39

広島 91.83 95.05 97.83 98.89 100.00 99.90 99.82 99.27

山口 97.10 99.09 100.00 98.19 97.12 95.40 93.19 90.62

徳島 96.44 98.85 100.00 99.61 99.71 98.71 97.01 94.08

香川 93.60 97.36 99.57 99.65 100.00 99.60 98.58 96.97

愛媛 95.77 98.47 100.00 99.02 98.48 97.59 95.94 93.56

高知 96.26 98.99 100.00 98.24 97.25 96.92 94.82 91.03

福岡 84.64 89.78 93.05 94.86 97.27 98.89 99.57 100.00

佐賀 94.73 97.88 99.51 99.27 100.00 99.13 97.97 96.10

長崎 98.62 99.79 100.00 98.05 96.92 95.14 92.76 89.51

熊本 92.23 96.26 98.81 98.95 100.00 99.98 99.06 97.72

大分 95.21 98.30 100.00 98.94 98.49 97.67 96.75 95.71

宮崎 92.28 97.94 99.98 99.41 100.00 99.51 98.06 96.55

鹿児島 94.76 98.10 100.00 98.82 98.62 98.18 96.37 93.79

沖縄 74.85 79.45 84.66 87.76 91.43 94.64 97.76 100.00

ピーク時の人口を100.00とする指数で示している．資料：『国勢調査』



1980年後半以降，ヒトのみならず，モノ，カネ，情報の東京圏への一極集中が強まって

いる．日本では，三大都市圏とそれ以外という2大区分がよく使われるが，前者を中心部，

後者を周辺部と呼ぶことも可能である（本稿では，周辺部＝地方圏としている）．人口減

少時代を迎えた日本においては，中心部vs周辺部あるいは東京圏vs非東京圏の格差の拡

大が懸念されるが，国際人口移動がこうした問題の是正にどの程度貢献するのか，が問わ

れねばならない．日本の人口減少が間近となった世紀の代わり目の頃から，それまでの国

土政策の重要なスローガンであった「国土の均衡ある発展」は影を潜め，「地域の自律的

発展」が唱えられるようになった（近藤 2011）．こうしたスローガンの転換はやむを得な

い面があるが，拡大しつつある地域格差の是正に対して，外国人が貢献しうるのか否かが，

重要な検討課題となる．

この意味で，外国人の分布や移動が重要な関心事となる．一般的に，移民は特定の国の

主要大都市に集中することが知られており（山下 2008），日本でも同様の傾向がある．す

なわち，2013年の時点で，登録外国人総数206.6万人のうち，19.7％が東京都に，38.9％が

南関東の1都3県に集中している．しかし，興味深いことに，一部のOECD諸国におい

て近年，国土の周辺部や農村部へ移民の分散が進行しているとの報告がある（Hugoand

Mor�en-Alegret2008;ParradoandKandel2008）．

近年の日本における日本人と外国人の分布変化や移動は，上述した格差拡大と表現でき

る状況の是正に貢献しているのであろうか？ この点を確認するために，2005～2010年に

おける日本人と外国人の全国および都道府県別の増減数を図2にまとめた．
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図２ 日本人と外国人の増減数（2005～2010年）

資料：『国勢調査』



この期間において，全国で，日本人は37.1万人の減少を示したが，外国人は9.3万人の

増加を示した．単純な言い方をすれば，全国レベルでは，外国人の増加は日本人の減少分

のほぼ4分の1を補完したことになる．都道府県別にみると，日本人は8都府県（南関東

の1都3県と愛知は，いずれも6万人以上）で増加しているに過ぎず，それ以外の39道府

県では減少を記録している．それに対し，外国人は29都道県で増加しているが，多くは

1,000人以下の微増にとどまっている．5,000人以上増加したのは，東京，神奈川，愛知，

埼玉，千葉の1都4県にすぎない．外国人の東京圏集中が顕著であり，人口減少を記録し

ている諸県での補完は，ほとんど観察されない．つまり，外国人の増加は人口減少の目立

つ地方圏の諸県においてこそ必要であるが，こうした補完はほとんど見られない．

また，外国人の移動の動向についても，確認しておきたい．1995～2000年および2005～

2010年の2つの期間における外国人の新規流入移動や国内移動のさいの目的地選択では，

東京圏指向が顕著であった（リャウ・石川 2007;石川・リャウ 2007;石川ほか 2014）．

とはいえ，1995～2000年には，愛知，静岡，岐阜，三重，長野など，名古屋大都市圏やそ

こに隣接した製造業の活発な地域も，外国人の重要な吸引地であったが，2005～2010年に

は，愛知を除き，それ以外の県では吸引力が弱まった．2008年からの世界経済危機による

不況が，日系ブラジル人を直撃し，2010年までにその影響から回復していないからである．

その結果，東京圏が目的地として選択される傾向が強まることになった．要するに，残念

ながら，外国人の目的地選択が国内の地域格差を是正する方向に展開してきたとは言えな

い．

Ⅳ 国際結婚による流入

現代の日本では，国際結婚によって外国人が流入し，日本人の配偶者という在留資格で

定住する事例が多数見られる．その意味で，国際結婚は，わが国の国際人口移動の重要な

一角を占めている．国際結婚による外国人の流入は，人口減少時代を迎えた日本にとって，

貴重で歓迎すべきことである．

周知のように，外国人の流入が顕著になり始めた1980年代から，国際結婚（配偶者の一

方が日本人で，もう一方が外国人）による外国人の流入も増加するようになった．図3は，

『人口動態統計』から作成したものであり，1976年以降の国際結婚件数の推移を示してい

るが，とりわけ1980年代後半から増加傾向が顕著になった．特に，夫が日本人で妻が外国

人というカップルが，その逆のカップルよりずっと多い．ちなみに，2012年における国際

結婚件数23,657件のうち，前者が72.1％を占めている．

国際結婚の発生件数は三大都市圏（11都府県）で全国の69.8％を占め，地方圏で少ない．

特に東京圏での件数が目立っており，全国の42.8％を占めている．しかし，地方圏（特に

中山間地域）の自治体における国際結婚は，数の点では少なくとも，当該自治体の人口が

少ないため，比率という点では高く現れがちな点が注目される．地方圏における外国人の

性比は一般的に低く，25以下（男性1名に対し女性4名以上）の数値を示す自治体さえ少
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なくない（神谷 2011:9）．これは，外国人の女性が男性よりずっと多い状態を意味して

いるが，その具体的な理由としては，日本人男性との国際結婚による外国人女性の流入を

想定するのが妥当であろう．地方圏の多くの自治体では，全国の総人口が減少に転じるずっ

と前から人口減少が始まっているケースが多く，国際結婚は外国人の流入と子供の誕生と

いう形で，人口の急減に対する歯止めの役割を果たしてきた．ここに，現代日本（とりわ

け地方圏）に対して持つ国際結婚の重要な意義がある．国際結婚がなければ，地方圏の人

口減は現状以上に進展し，これに関連する問題が一層深刻化していたはずである．

以上のような重要な意義にもかかわらず，国際結婚には問題もある．第一に，新郎・新

婦のエスニックな背景が大きく異なる場合が珍しくなく，それに起因するストレスや不和

から離婚率が高くなりがちなことが指摘されている（落合ほか 2007:311-313）．第二に，

国際結婚は，一定期間の恋愛関係の結果としてではなく，仲介業者の斡旋によって実現す

ることが多い．ちなみに，夫日本人，妻外国人という国際結婚の少なくとも3分の1が業

者婚であるという推定もある（Ishikawa2010）．しかし，悪質な業者も見られ，それが

国際結婚の全般的評価を悪くすることにつながっている．

さらに，図3に明らかなように，2007年からは国際結婚件数が減少傾向にある．国際結

婚の件数は，1980年代から2006年（44,701件）までほぼ一貫して増加してきた．しかし，

2007年からは減少に転じ，2012年には，ピーク時の52.9％にあたる23,657件にまで減少し

ている．この減少に関し，Takeshita（forthcoming）は，法務省が2006年から歌手やダ

ンサーなどに対する在留資格「興行」の発給を厳格化したこと，警察庁が2007年から偽装

結婚を斡旋する悪質な国際結婚仲介業者の摘発を強化したこと，近年におけるアジア諸国

の経済成長や日本における2008年以降の不況，の3つを原因として挙げている．これらの

うち，警察庁による摘発の強化は，上述した業者を利用した国際結婚の悪評を取り除く有

効な措置と考えられる．
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図３ 国際結婚件数の推移（1976～2012年）

資料：『人口動態統計』



国際結婚は，基本的に，日本人の男女人口の不均衡から生じている（竹下 2000:122-

124）．もしこの不均衡が緩和されつつあるならば，族内婚としての日本人同士の結婚が生

じやすくなり，少子化動向の顕著な日本にとって明るい材料となる．こうした観点から，

男女人口の不均衡に基づいた結婚難の地域的パターンに関する既往研究が，参考になる．

例えば，鈴木（1989）と同様の方法を用いて，石川（2003）が1985～2000年を対象に，全

国および都道府県別に初婚・再婚を念頭に置いた結婚難の程度の変化を分析しているが，

それによると，全国および34県で男子の結婚難が深刻化している．東西で比較すると，東

日本で事態が厳しく西日本で緩い．この東西差は，鈴木が対象とした1980・85年と同様で，

変化していない．また，特定の県の内部では，県庁所在都市の都市圏を中心に，女子人口

が比較的多く，男子の結婚難はさほど厳しくならない．男子は都道府県間移動をする割合

が高いが，女子は県内移動をする割合が高いからである（Liaw 2003）．一方，県庁所在

都市やその周辺から遠い中山間地域では，男子人口の滞留が多く，彼らの結婚難が著しい．

つまり，東西日本の差のみならず，県という空間的スケールでのこのような地域差も注目

される（石川 2007）．

問題は，こうした異なる空間的スケールにおける重層的な結婚難の地域差が，固定的で

解消される見込みがないように思えることである．その結果，日本人同士の結婚が増える

ことはなく，族外婚としての国際結婚が今後も継続していくと考えざるを得ないように思

われる．つまり，こうした結婚難の地域的パターンが存在する限り，国際結婚の需要が弱

まることはなく，今後も一定数が発生し続けると考えるべきであろう．しかも，かつては

東北の農村部などに多かった国際結婚は，いまや大都市圏を含む全国に拡散しつつある

（Kamiyaforthcoming）．以上を念頭に置くと，国際結婚件数の減少はいずれ下げ止まる

と予想される．

なお，既往研究では，新規流入外国人（特に女性）が国際結婚を有力な入国戦略として

いるという見方の妥当性や，特に東北地方への女性流入者の移動に関連する一要因として，

直系家族制度による外国人花嫁需要の重要性について，確認されている．ただし，日本を

舞台とした国際結婚に関しては，かつては，こうした文脈での理解もあり，国際結婚によっ

て東北などの農村部に流入するアジアから移住する外国人花嫁を，「犠牲者」とみるステ

レオタイプ的な見解が支配的であった．しかし，過去10年間に，結婚移住女性からの詳細

な聞き取りを踏まえ，彼女たちを潜在的能力が豊かで多様性に満ちた主体的な行為者とみ

る研究が増え，上述のような見方は否定されつつある（Takeshitaforthcoming）．

本稿との関連では，地方圏に結婚移住した外国人女性たちの満足度や，定住あるいは大

都市圏への転出の希望などが重要な関心事となるが，カップルごとにあるいは彼らを含む

世帯ごとに事情は多様であり，単純な要約が難しい．ただし，円滑な定住や永住を促すた

めの支援策は，一部の地方自治体では既に開始されているが，必ずしも充分とはいえず，

一層の支援や，さらに，国としての社会統合策が必要であることについては，至る所で指

摘されている（例えば，武田 2011:83-86；賽漢卓娜 2011:185-192；Hanaokaand

Takeshitaforthcoming;Kamiyaforthcoming）．
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Ⅴ 高度人材導入の優遇制度

周知のように，日本政府の公式のスタンスは，熟練労働力は受け入れるが，未熟練労働

力は受け入れない，というものである．未熟練労働力の受け入れに関しては，「定住者」

や「研修」といった在留資格を通じ，実質的に受け入れが進んでいる，など，問題が指摘

されている．一方，熟練労働力に関しては，受け入れは表明されているにもかかわらず，

現実にはなかなか進んでいなかった．

こうした実態を踏まえ，ポイント制度に基づいた外国人高度人材の新しい優遇制度が，

2012年5月7日に導入された．その後11ヶ月が経過し，この制度の評価や見直しの結果が，

第6次出入国管理政策懇談会・外国人受入れ制度検討分科会（2013）の報告にまとめられ

ている．この制度の導入前の取り扱いでは，就労を目的とする在留資格を有する者が永住

許可を受けるためには，原則として引き続き10年以上わが国に在留していることが必要で

あったが，この優遇措置では，在留歴に係る永住許可要件を緩和し，高度人材としての活

動を引き続き概ね5年行っている場合には，永住許可の対象とする，とされた．

これは，高度人材の認定条件の緩和によって，従来の基準を一歩進めた政策として，評

価できる．この新しい制度による高度人材の登録者数として，開始1年で2,000人という

目標が掲げられていた．しかし，導入から11ヶ月経過した2013年4月6日時点のまとめに

よると，高度人材外国人として認定を受けたのはわずか434人であった．さらに，2014年

1月までの約20ヶ月間でも，認定数は約900人であり，政府が見込んだ認定ペースの3分

の1以下にとどまっている（日本経済新聞の2013年7月1日と2014年5月12日の記事＜電

子版＞による）．これは目標値をかなり下回った数字であり，新しい制度の効果は，残念

ながら顕著とは言えない．熟練労働力の受け入れを謳っている国の実績値としては，かな

り低調と言わざるを得ない．このポイント制度では，高度学術研究分野，高度専門・技術

分野，高度経営・管理分野の3つの活動分野を想定している．ちなみに，各分野ごとの11

ヶ月間における認定数は，高度学術研究分野65人（全体の15.0％），高度専門・技術分野

345人（79.5％），高度経営・管理分野24人（5.5％）であった．

認定者が少ない数にとどまっている理由として，上記の報告は，ポイント計算において

年収の比重が高いことや，潜在的利用者や企業等の関係者への周知が不十分なこと，など

を挙げている．ちなみに，三浦（2013）は，この制度の課題として，政府による周知不足，

ポイント制度の運用改善の必要性，関係省庁の縦割りの影響，日本での就業を促す魅力の

欠落，の4点を挙げている．しかし，高度人材は世界中で需要が大きく，日本より条件の

いい国が少なくないと思われ，彼らの受け入れをめぐって日本は海外諸国との競合を強い

られることを根本的な原因と考えるべきであろう．そのため，日本の高度人材の数を増や

すためには，海外にいる人を呼ぶよりは，日本に既に在住している外国人の応募が増える

ようにするのが望ましいように思われる．こうした観点から，ここでは，日本の大学にき

ている留学生を主要なターゲットとすることの意義を述べてみたい．
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現行の制度では，70ポイントが高度人材申請の合格点となっており，高度学術研究分野，

高度専門・技術分野，高度経営・管理分野の3分野とも，学歴のポイントのウェイトが高

い．具体的に述べると，高度学術研究分野では，博士号取得者30ポイント，修士号取得者

が20ポイント，高度専門・技術分野では，博士号取得者30ポイント，修士号取得者が20ポ

イント，大学を卒業し又はこれと同等以上の教育を受けた者10ポイント，高度経営・管理

分野では，博士号又は修士号取得者が20ポイント，大学を卒業し又はこれと同等以上の教

育を受けた者10ポイント，となっている．さらに，「本邦の高等教育機関において学位を

取得」には10ポイント，また，「日本語能力試験N1取得者若しくはこれと同等以上の能

力があることを試験により認められている者又は外国の大学において日本語を専攻して卒

業した者」には15ポイントが，ボーナスポイントとして加算される．以上は，日本の大学

で学位を取得する留学生が，合格点を取得するのに，かなり有利な条件となっている．

こうした有利な条件を生かすには，留学生にこの制度を周知させることに加え，永住ま

での在留歴を現行の5年間から，さらに短縮する必要があろう．例えば，申請に最も有利

な博士課程に在学している多くの留学生の場合，博士の学位取得が当面の目標と思われる．

が，在学中は，取得後の進路についてゆっくり考える余裕はおそらくあまりないはずで，

懸命に努力して学位を取得したら，間もなく，あるいは，ただちに日本永住できる道が開

かれているならば，その道を選択する人が多くなるように思われる．そのためには，学位

取得後あまり長い時間をおかずに，あるいは，あえて大胆に述べれば，学位取得時点で認

定を受けられるよう，この制度を修正することが望ましいように思える．ちなみに，2013

年6月14日の閣議決定により，永住までの在留歴が現行の5年から3年に短縮される予定

のようである（法務省入国管理局 2013）．高度人材の予備軍としての留学生の重要性を念

頭に置くと，こうした短縮はおおいに効果的と思われる．

留学生を高度人材の重要なターゲットとして想定するメリットして，高度人材の確保に

よる日本の競争力の向上の他に，次のような点を考えうる．第一に，永住につながる高度

人材応募のハードルが低くなることは，留学生の増加につながり，さらにそれが，この制

度を利用した認定者の増加につながるという好循環を生む，と期待される．第二に，大学

が人口減少問題の深刻化している地方圏に位置する場合，佐藤・橋本（2011）や佐藤

（2012）に具体例が示されているように，地元の活性化につながる，留学生の様々な貢献

を期待できる．

ちなみに，この新しい制度が当初の目標とした2,000人という数に対し，高学歴を持つ

留学生が，数のうえでどれほどの寄与をする可能性があるのかも，確認しておきたい．図

4は，日本学生支援機構の調査に基づいた留学生による博士号の学位取得者数をまとめた

ものである（これは，課程博士・論文博士の合計数であるが，大部分は博士課程による取

得者である）．これによると，留学生による博士学位取得者は2,500人前後で推移していた

が，2011年からは増加傾向にあり，2012年にはほぼ3,000人となっている．この数は，新

たな制度の導入時に想定された数の約1.5倍にあたっている．

要するに，認定数が停滞している高度人材を増やすには，日本の大学に在籍している留
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学生を主なターゲットとして重視し，積極的な周知を試みるとともに，永住までの在留歴

をできるだけ短縮する必要があろう．なお，孫・阿部（2013）は，中国人元留学生の受け

入れの多い福岡県における彼らの就業状況と継続意志について，興味深い報告を行ってい

る．それによると，彼らは日中に生活の場を築くことを目標とした，トランスナショナル

な意識を持っており，日本での永住権取得は，中国に帰国した後，満足できる仕事が見つ

からなかった場合に再度来日して働くための「保険」という意味合いも強い，という．熟

練労働力としての高度人材の一部の人は，このように，必ずしも日本で定着せず，循環移

動をする可能性も考えられよう．とはいえ，高度人材としての博士学位取得者の日本での

定住や永住は，留学生の送り出し国の側からみれば，頭脳流出という問題でもあるので，

こうした循環移動のほうがむしろ，送り出し国と日本の双方にとって望ましいかもしれな

い．

Ⅵ 外国人の地方圏への政策的誘導

前掲の図2に基づいて，人口減少が顕著になっている地方圏においては，国際人口移動

による補完がほとんど見られないことを述べた．かかる現状を念頭に置いた場合，具体的

にどのような政策を考えうるであろうか．本章では，こうした状況において取りうる政策

について目を向けたい．

一般的に，移民は特定の国の代表的な大都市に集中する傾向が強い．そのため，スウェー

デン，イギリス，米国，カナダ，オーストラリアなどでは，国土の均衡ある発展をめざし，

移民（難民を含む）を主要大都市から分散させ，国土の周辺部に誘導する政策が実行され

ている（CitizenshipandImmigrationCanada2001）．前掲の図2によれば，日本人と

外国人の双方とも東京圏での増加が目立っており，この現状が放置されれば，東京一極集
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図４ 留学生による博士号の学位取得者数（2005～2012年）

資料：日本学生支援機構『外国人留学生進路状況・学位授与状況調査結果』



中が一層進行することになる．この問題を是正あるいは緩和するために，外国人の分散を

めざす政策の採用が，日本でも積極的に検討されるべき時期にきているように思われる．

本章では，紙幅の制約から，オーストラリアとカナダの事例のみを紹介したい．両国では，

少子高齢化や人口減少が深刻で，経済的な停滞の見られる国土の周辺部に，国際移動者を

誘導する，興味深い地域主導型の政策が実施され，高く評価されているからである．一般

的に，入国管理により選別し制御されうる項目としては，国籍，規模，期間，分野，地域

の5項目があるが，本章で扱うのは，地域の項目に関わる入国管理の事例である（明石

2013）．

1990年代の中期以来，オーストラリアの移民プログラムは同国の地方圏（regional

Australia）に熟練移動者が定住するのを促す，パラダイム転換が見られた．なお，以下

の記述は，特に断らない限り，Hugo（2008a,b）に基づいている．同国では，1996年以

来，州や準州が国の移民プログラムに地域的な変更を加えた政策によって，熟練労働力と

しての移民の流入に大きな役割を果たしている．これは，シドニー，メルボルンなどの主

要都市への移民の集中を抑制し，地方圏への誘導を意図する政策である．同国の近年の移

民政策は，彼らを定住者として受け入れることに焦点を置いており，移民の5分の1を国

土の後進的な周辺部での定住あるいは永住に誘導することを想定した，いくつかの異なる

ビザの種類がある．

特に，州特定地域移動（State-SpecificandRegionalMigration,SSRM）計画が注目

される．この計画による移民は，1997～98年の開始以来，同年の1,733人（全流入者数の

2.3％）から徐々に増え，特に今世紀に入ってからの増加は顕著で，2005～2006年には

27,480人（同20.9％）となっている．また，2001～2006年におけるSSRMによる入国者

の職業をみると，専門職52.8％，商人18.6％，管理職・行政職14.0％，などとなっている．

また，同じ期間におけるSSRMによる移民受け入れの目立つ州や準州を挙げると，南オー

ストラリア州7,276人（同州受入総数の78.0％），タスマニア州879人（51.2％），オースト

ラリア首都圏654人（47.7％），北部準州252人（32.3％），ビクトリア州9,540人（29.5％）

であった．

数および比率のいずれでも，南オーストラリア州が，この計画による重要な受け入れ先

となっている．この背景として，同州の経済成長率や所得水準が長らくオーストラリアの

平均以下であり，失業率は全国平均以上であったこと，および1990年代初頭の州立南オー

ストラリア銀行の倒産による経済的苦境にも直面していた．さらに，人口は停滞傾向にあ

り，高齢化が他州よりずっと進んでいたし，国内移動という点では転出超過を記録してい

た．これを受け，南オーストラリア州では，経済開発戦略の一部として，移民受け入れを

3倍以上にするために，SSRMが使われた．

このSSRMは，オーストラリアの主要都市以外の中小都市や地域に，絶対数ではそれ

ほど多くはないが，かなりの割合の移民を誘導してきたという意味で，一定の成功を収め

た．こうした試みが成功したのは，新規移民を引きつけうる雇用機会を提供できたからで

ある．この点の保障がないと，SSRMのような政策の成功はおぼつかない．これとは別
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に，国および各州での移民の定住を容易にするような，国としての移民政策による支援も

不可欠であった．

SSRMの評価は，いったん地方圏に流入した移民がそこに長期的に定着するかどうか

にも，かかっている．この点に関し，WulffandDharmalingam（2008）は，様々なコミュ

ニティ活動への定期的な参加度で示される「社会的結びつき」（socialconnectedness）の

重要性に言及している．そして，小さな子どものいる家族，オーストラリア在住の長い家

族，小都市居住の家族，米国，カナダ，南アフリカ，ジンバブエ生まれの家族が，それ以

外の家族より，社会的結びつきがずっと強いことを指摘している．他に，到着時に雇用主

から受けた援助を有益と感じた家族は，強い社会的結びつきを有する傾向にある，という．

とはいえ，SSRMに該当する各人のビザのカテゴリーに関する居住義務がいったん満た

されると，地方圏から主要大都市やその近郊に流出する傾向もある（Tayloretal.2014）．

ともあれ，オーストラリアにおける移民の地方誘導策は万全ではなく，限界を抱えている

ことにも留意する必要があろう．

一方，カナダにおいても，少子高齢化により人口増加率が下がってきており，移民が人

口や労働力の増加に対する主な対応策として注目されている．しかし，同国では，移民の

大多数がトロント，モントリオール，バンクーバーの3都市に集中しており，これをいか

にして国内に分散させるのかが，重要な政策的課題であった．こうした背景を受けて，州

指名プログラム（ProvincialNominationProgram,PNP）が作られることになった．

これは，各州が，カナダへの移民を希望し，特定の州への定住に関心のある個人を指名で

きる制度である．カナダの州と準州は，独自の指名プログラムを持っているが，ケベック

州の制度はやや異なっている．各プログラムは，地元のコミュニティに効果的に貢献する

移動者を選択するために，特定の州や準州の必要に合致するように調整されており，それ

ぞれの州や準州は，こうした必要を満たす移民を直接選択することを可能にする協定を，

カナダ市民権・移民局（CitizenshipandImmigrationCanada）と結んでいる．

同国ではかつては，移民受け入れを連邦政府が推進する政策が主で，州や準州ごとの受

け入れは基本的に難しかった．カナダの地域主導型の受け入れ政策は，上述したPNPに

よって推進され，移民の選択において州が大きな役割を担えるようになり，これまで量的

拡大や多様化を遂げてきた．カナダでPNPが最初に実行されたのはマニトバ州であり，

1998年のことであった．これまでの同州の事例は，カナダのPNPの中での成功例と考え

られており，とりわけ州内の小都市や農村部への移民誘導が高く評価されている（Carter

etal.2008）．

以下，主に Baglay（2012）に依りつつ，マニトバ州の PNP（ManitobaProvincial

NominationProgram,MPNP）の内容を簡単に紹介したい．このプログラムに対する

同州の関心は，連邦政府の移民プログラムでは対応しきれない労働市場の問題や熟練労働

力の不足，人口流出，ウィニペグへの新規流入者の集中，といった様々な問題に起因して

いた．こうした状況は，1980年代半ば以来悪化していたし，新規流入者が大きく減少した

1991～1996年に特に顕著になった．こうした一連の問題への対応策として，マニトバ州は
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自州に焦点を置いた移民選択プログラムの導入に積極的になった．

MPNPの導入前の1996年には，3,940人の新規流入があったにすぎなかった．しかし，

その後このプログラムによる流入が増え，2009年には13,520人（カナダへの全流入者の5.4

％）にまで増加した．同州への新規流入者のうち，75％以上がMPNPに基づいており，

連邦政府による代表的なプログラムである連邦熟練労働者プログラム（FederalSkilled

WorkerProgram）による流入は，わずか4.4％を占めるにすぎない．なお，他州と異な

り，マニトバ州ではPNP申請の選考料は徴収していない．MPNPの主眼は，雇用者の

必要に対応するのみならず，州の長期的な人口学的・経済的成長への貢献にある．MPN

Pの特色は，多数の未熟練・半熟練分野の労働者を必要とする，州内の食品加工業や輸送

業のような産業部門の比重の大きさに関係している．例えば，2009年に，同州への経済

移民の3分1以上が，商業・輸送業・機器操作業や加工業・製造業における職業に就いて

いる．また，上位の10職業には，食肉加工作業員，トラック運転手，溶接工，会計事務職，

その他の事務職，が含まれている．つまり，MPNPは，未熟練・半熟練労働者も視野に

入れた移民受け入れ政策であることが，注目される．

同州の事後評価によると，MPNPによる流入者の大部分は，到着後5年以内に他州へ

の移動を計画していないだけでなく，居住地のコミュニティや定住支援に高い満足度を示

している．こうした高い残留希望は，MPNPが成功と評価される有力な証左と考えられ

ている一方，この評価は，同州が連邦政府との交渉によって，定住や統合に向けた諸サー

ビスの提供のための権限委譲を獲得した結果でもある．

MPNP導入後10年以上が経過したが，この計画に対する評価としては，Carteretal.

（2008）やLewis（2010）の整理が参考になる．それによれば，同州への移民が増え，州

内での移民の分散が進んだことについては，一定の評価が与えられている．その一方，移

民への住宅提供が十分でないこと，とりわけ小都市では，移民数が少なく，言語のトレー

ニングや雇用に関する研修などの施策の提供が難しいうえ，家族や友人なども少ないため

に残留が難しく，一部の移民の流出を止めようがないこと，移民に対する地元コミュニティ

の役割が弱いこと，が指摘されている．さらに，定住に向けた州内のサービスに差が生ま

れていること，移民自身やコミュニティの負担が重くなっていること，MPNPの実施の

さい，特定の雇用主，コンサルタント，民族文化組織などへの依存が，特定の集団のみが

州に誘導され，しばしば特定の職業に就くことになり，他の集団はその職業を避けざるを

得ない事態が多く，民族文化的な不均衡が生じている，という．

以上，オーストラリアとカナダにおいて実施されている，移民の周辺部への誘導政策に

ついて紹介した．Hugo（2008a）が述べるように，一般的に，今日のグローバル化の時

代には，世界都市と評価されるような大都市は，国際移動者の吸引の重要な中心であり続

けることになろう．しかし，第2の人口転換後の社会では，国土の周辺部に位置する諸地

域では，若年層の国内他地域への流出超過によって，人口動態が悪化していることが多く，

少子高齢化のインパクトが強く懸念されている．こうした地域における経済発展は，多く

の場合，国外から労働者（とくに熟練労働者）をどれほど引きつけうるかにかかっており，

―258―



国際移動がこうした文脈においてきわめて重要な役割を果たすことが期待される．わが国

の東京は，バブル経済期より世界の都市システムにおける順位を下げたとはいえ，世界都

市の一つであることは間違いない．その意味では，外国人の東京圏への集中は当然と言え

るであろう．しかし，その一方で，地方圏の多くの県で1980年代後半から顕著になった人

口流出による疲弊が目立ち，国内の地域格差拡大が懸念される．こうした現状を念頭に置

くと，本章で紹介したオーストラリアとカナダのような国際移動者の誘導政策が，日本に

おいても積極的に試みられる必要があろう．

Ⅶ 結び

本稿では，わが国の国際人口移動，とりわけ外国人の流入が，人口減少国となった日本

にとって果たす役割を念頭に置き，国際人口移動の推移を概観し，国内における人口減少

の地域差に言及した後，具体的に，国際結婚による流入，高度人材の優遇制度，国際人口

移動の地方圏への誘導政策，の3つのテーマを取り上げて，人口減少問題の緩和にどのよ

うに貢献するのかを検討した．

日本への国際人口移動を全国レベルでみると，日本人の減少分の一部を補う外国人の流

入が見られ，その意味では，国際移動が人口減少国日本に一定の寄与をしているかに見え

る．しかし，地域的レベルでみると，その主な目的地は三大都市圏（とりわけ東京圏）で

あり，1980年代以降人口減が深刻化し，国際移動による補完がなされるべき地方圏への流

入は概して少ないため，国内の地域格差の拡大が懸念される．

日本への国際人口移動のうち，国際結婚による外国人女性の流入が地方圏に相対的に多

いことは，貴重で重要な貢献と考えられる．また，日本政府が熟練労働力の受け入れを認

めているにもかかわらず，2012年5月から始まった高度人材の優遇政策は，当初予定され

ていた認定数を達成しておらず，本稿ではその打開策として，留学生（特に博士の学位取

得者）を有力なターゲットとすべきことを提案した．さらに，人口減少による疲弊が著し

い地方圏に対しては，オーストラリアやカナダで実施されているような国際移動者の政策

的誘導が有効と思われ，早い機会にその実施が検討される必要があろう．

人口減少時代を迎えた日本にとって，今後，国際人口移動者としての外国人の貢献を積

極的に検討していく必要がある．ただし，そのための前提条件として，あるいは，そうし

た方向を確実にするためには，彼らの円滑な定住や永住を促す社会的統合政策の推進が不

可欠である．外国人住民の多い一部の地方自治体では，こうした施策が試行錯誤的に実施

されているが，国としての包括的な社会的統合政策は欠落したままである．人口減少をい

かにして国際人口移動によって補完するかは，21世紀の日本にとって最大級の政策課題で

あるが，この政策の成否の重要な鍵は，この点にあろう．
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InternationalMigrationtoJapan:
CanItBeaSolutiontoPopulationDecline?

YoshitakaISHIKAWA

Thepurposeofthispaperistoinvestigatethepossiblecontributionofinternationalmigrationto

Japan,whosetotalpopulationreacheditspeakin2008andhasbeenindeclinesincethen.After

outliningthecountry'sinternationalmigrationandexaminingregionaldifferencesinthecountry's

populationdecline,threetopicsarediscussed:theinfluxofforeignwomenresultingfromcross-

bordermarriage,thenewpointsystemforattractinghighlyskilledpeople・withafocusonover-

seasstudents・andpoliciesdirectinginternationalmigrantstoperipheralregions,similartothose

implementedinAustraliaandCanada.Onthenationalscale,immigrationofforeignnationalshas

certainlycompensatedforapartofthedeclineinJapanesenationals.Onaregionalscale,however,

thetrendsindicateagrowingregionaldisparityininternationalin-migration;sincetheirmaindes-

tinationistheTokyometropolitanarea,theimmigrationofforeignerstotheperipheralregions,

whichhavesufferedvariousproblemsarisingfromseriousdepopulation,ismuchlesssignificant.

Accordingly,understandingtheroleinternationalmigrationcanplayinalleviatingpopulationde-

clineinJapan'speripheralareashasbecomeparticularlyimportant.Furthermore,Japan'sabilityto

successfullyfosterreplacementmigrationwillbeavitalpolicyissueinthe21stcentury,sothena-

tionalgovernmentshoulddevisecomprehensivesocialintegrationpoliciesforthesmoothsettle-

mentandpermanentresidenceofimmigrants.

Keywords:internationalmigration,populationdecline,replacementmigration,regionaldisparity,

peripheralareas


